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2022 年４月 12日 

各  位 

会 社 名 あい ホールディングス株式会社 

代 表 者 代表取締役会長 佐々木 秀吉 

（コード番号 3076 東証プライム市場） 

問合せ先 広 報 室 長   佐 藤  哲 

（TEL 03-3249-6335） 

 

喬睿科技股份有限公司の株式売却に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり喬睿科技股份有限公司（英文商号 
Cherri Tech, Inc. 、以下「Cherri 社」)の株式を売却することについて決議いたしましたので、

お知らせいたします。 

記 

 

１．株式売却の目的 

Cherri 社は、クレジットカードのオンライン決済での不正利用対策における 3D セキュアや

不正検知エンジン等の技術を保有する台湾のフィンテック企業です。台湾、マレーシア、タイ、

その他の東南アジア地域において、ペイメントゲートウェイサービス「Tap Pay」を展開して

おり、加盟店顧客は 10,000 以上、年間取引高は 500 億台湾ドルに上っています。この度、

Cherri 社は、東南アジア地域におけるビジネス拡大とさらなる飛躍のため、台湾 EC 最大手の

網路家庭（英文商号 PChome Online Inc.、台湾証券コード：8044-tw）の子会社である廿一世

紀數位科技股份有限公司(英文商号 21st Financials Technology Co., Ltd.、以下、「21st 
Financials 社」)の傘下に入り、完全子会社化することといたしました。これにあたり、当社

は、当社が保有する Cherri 社の全株式を、21st Financials 社に売却することといたしました。

21st Financials 社は、後払い決済サービス及び傘下子会社のモバイルウォレット「Pi 拍錢包」

により、台湾国内 200 万人のユーザーにサービスを提供しています。今後、これらのサービス

に Cherri 社を加えた 21st Financials グループとして、E コマースを中核に、モバイル決済、

オンライン保険、後払い決済、外部金融サービス連携といった包括的な金融プラットフォーム

を構築し、アジアのフィンテックユニコーンを目指します。  
当社は、Cherri 社株式売却の対価として現金 139,408,077 台湾ドル及び 21st Financials 社

の株式 926,529 株（議決権保有割合 1.67％）を取得し、引き続き Cherri 社及び 21st 
Financials 社と共同して同社ビジネスの日本市場における拡大を図って参ります。 
 

２．Cherri 社の概要 
（１） 名 称 喬睿科技股份有限公司（Cherri Tech, Inc. ） 
（２） 所 在 地 臺北市中正區羅斯福路二段 100 號 6 樓 
（３） 代表者の役職・氏名 董事長 莊凡頡 
（４） 事 業 内 容 ペイメントゲートウェイシステムの開発・販売 
（５） 資 本 金 24,000,000 台湾ドル 
（６） 設 立 年 月 日 2015 年 4 月 1 日 
（７） 発 行 済 株 式 総 数 2,136,310 株 

（８） 上場会社と当該会社

と の 関 係 

当社は、当該会社の株式 425,500 株(議決権所有割合 19.9％)

を保有しています。 

本件取引により、当社の保有株式は 0 株となります。 
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３．21st Financials 社の概要 

（１） 名 称 
廿一世紀數位科技股份有限公司 

（21st Financials Technology Co., Ltd.） 
（２） 所 在 地 臺北市信義區基隆路 1 段 163 號 2 樓之 2 
（３） 代表者の役職・氏名 代表人 詹宏志  
（４） 事 業 内 容 後払い決済サービスの開発・販売 
（５） 資 本 金 1,000,000,000 台湾ドル 
（６） 設 立 年 月 日 2015 年 10 月 13 日 
（７） 発 行 済 株 式 総 数 51,167,406 株（本件取引後 55,332,392 株） 

（８） 上場会社と当該会社

と の 関 係 

現時点において当社と資本、人的、取引関係はございませ

ん。 

本件取引後、当社は当該会社の株式 926,529 株（議決権保有

割合 1.67％）を保有します。 
 
４．日程 
（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022 年 4 月 12 日 
（２） 契 約 締 結 日 2022 年 4 月 12 日 
（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2022 年 7 月 29 日（予定） 

 
５．今後の見通し 

本件売却により、2022 年６月期第４四半期連結決算において、約 10 億円の特別利益を計上

する見込みです。 
 
 

以  上 


